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　市での定住人口の増加と良好な住宅団地の形成を図る。
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3.2

（１次）

新規住宅用地の取得と居住を条件とする一部助成であり、類似する補助金はない。

680

（２次）
評価結果

評価結果を踏まえた今後の方針（改善内容）

　市内外からの定住人口の増加や団地内の空き地解消に
よる良好な住宅団地の形成に有効である。
　政策的補助事業であり、引続き市民を対象とするが、今後
は、施策の目的や対象者を明確にし、指定する宅地の絞込
み等、補助基準の見直しも検討していきたい。

評価委員会のコメント

指定宅地取得支援助成金

Ｃ 補助基準の見直しが必要
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3

　新規の住宅建築予定者が、市内の土地区画整理事業や民間開発による造成地を定住の地として選択
実施するうえにおいての一助となる。また、市が指定する宅地のみを対象とするが、良好な住宅団地形成
を図るもので、補助事業として妥当である。

　交付件数は増加傾向にあり、市外からの定住人口の増加促進及び市内人口の流出抑制を図るうえに
おいても有効である。
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